（様式第1号）

行事等後援・共催・協賛承認申請書
申請年月日：令和　　年　　月　　日

京都府作業療法士会会長　渡　邉　聡　殿


住所

団体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　印

下記の事業に関して、貴会の後援・共催・協賛を頂きたいので、関係書類を添えて申請します。

	事業の名称
	

	開催日時
	

	開催場所
	

	参加費
	　無　料　・　有　料　（ひとり　　　　　　　円）

	共催団体・後援団体
	

	後援可否の連絡先
	〒

住所

担当者

TEL




※添付書類

	添付書類１


	事業内容が明記されている書類

（ア）開催要綱・実施要綱・企画書

（イ）参加費を徴収する場合には事業収支予算書

	添付書類２


	団体の概要が分かる書類

（ア）定款または規約等

（イ）役員名簿または実行委員会名簿等


但し、次の１～４の何れかに該当する団体等については、添付書類２は不要。

１　国及び独立行政法人が設立者である団体

２　京都府
３　市町村

４　京都府が所管する公益法人

５　日本作業療法士協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［平成２９年４月２２日作成様式］
（様式第2号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（宛先）
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）（ふりがな）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（ふりがな）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　

事　業　報　告　書

　令和　　年　　月　　日付けで後援許可を受けた下記事業の報告をいたします。

	事　　業　　名


	

	主　催　団　体

（申請者と同じ場合不要）


	団体名

担当者（氏名）

　　　（電話）　　　　　　　　　　　　　（自宅・勤務先）

	実　施　日　時


	令和　　年　　月　　日（　）　 ～ 　令和　　年　　月　　日（　）

　　時　　分　～　　時　　分　　　　　　時　　分　～　　時　　分



	実　施　場　所


	

	入　場　者　数


	

	事　業　効　果


	

	添　付　書　類

（名義使用した資料）


	・
・
・
（名義使用した資料を添付した上で提出して下さい。）


後援等に関する取扱い基準
（ 趣旨）

第１ 条 
この基準は、各種団体等が行う行事等について一般社団法人京都府作業療法士会（ 以下「当会」という。） が行う後援、共催、協賛（ 以下「後援等」という。） に関し必要な事項を定めるものとする。

（ 用語の定義）

第２ 条 
この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 後援　行事の趣旨に賛同し、その開催にあたり名義を貸与することをいう。

(2) 共催　行事の企画又は運営に参画し、共同主催者となることをいう。

(3) 協賛　行事の企画又は運営には参画しないが、行事の趣旨に賛同し共催に準じて協力することをいう。

（ 承認の基準）

第３ 条 
当会は、次の各号のいずれかに該当する行事等について、理事会の承認後、後援等を行うことができる。

(1) 国、地方公共団体、リハビリテーションに関連する公共的団体や公共性のある法人又はこれらに準ずる団体が主催するもの

(2)主催、共催団体並びに後援団体が信頼のおける団体であること。

(3)当会の運営上有益であると認められるもの

(4)作業療法の推進・発展の観点からその趣旨に賛同できるもの
(5)参加費を徴収する場合においては、妥当な額であると判断できること。

(6)医療関係者を対象に含む学術講演会等の場合、京都府作業療法士会の行事及び講演会等と同一日でないこと。

２ 前項の規定に定めるもののほか、当会が特に必要と認める行事等については、後援等を行うことができる。

（ 不承認）

第４ 条 
当会は、次の各号のいずれかに該当すると認められる行事等については後援等をしないものとする。

(1) 営利を目的とするもの

(2) 政治的目的を有するもの

(3) 宗教的目的を有するもの

(4) 公序良俗に反するもの

(5) その他各号に定めるもののほか、当会が不適当であると認めた場合

（ 申請の手続き等）

第５ 条 
当会の後援等を申請しようとする者（ 以下「申請者」という。）は、行事等後援・共催・協賛承認申請書に関係書類を添付し、当会に提出しなければならない。
２ 当会は、前項の申請書を受理したときは、速やかに承認又は不承認について審査し、申請者に通知するものとする。

（ 申請の変更）

第６ 条 
申請者は、申請事項に変更が生じたときは、速やかに変更の内容及び理由を当会に届け出なければならない。

（ 承認の取消）

第７ 条 
当会は次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、承認を取り消すことができる。

(1) 第３ 条に違反したとき。

(2) 第４ 条に該当することが明らかになったとき。

(3) 第6 条の届け出内容が、第1 号または全号に該当することが明らかになったとき。

(4) その他行事等の運営が不適当であると当会が認めたとき。

（ 事業後）

第８ 条

　当該行事終了後30日以内に、事業報告書を作成し当会に提出しなければならない。

